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第７章　　産 業 経 済 部 

 
 
（１）中心市街地活性化 

「松江市中心市街地活性化基本計画」に基づき中心市街地の現状と課題を踏まえ、「歴史・文化・水辺を活かす、若

者が活躍する松江のまちなか」をテーマに、既存ストックの活用などによる活気の創出、水辺空間の活用などによるま

ちなかの賑わいづくり、歴史・文化資源を活かした観光振興・交流の拡大の３つの視点から各種施策を展開する。 
（２）職人商店街創出事業 

松江ならではの多彩な伝統工芸・伝統産品が集まり、優れた職人の技を観て・体験することができる店舗、遊休不動

産を活用しインキュベーション機能を持った賑わいの拠点、飲食や買い物を楽しめる店舗が繋がり、賑わいの「点」が

「線」、そして「面」へと発展する回遊性のある「職人商店街」の創出を図る。 
（３）まつえ農水商工連携事業 

松江産の食材等を生産する農林水産業者と中小商工事業者が通常の取引関係を超えて協力し、お互いの強みを

生かして売れる新商品・新サービスの開発、生産を支援するとともに、その販路の拡大を図る。 

（４）ふるさとづくり寄附事業 

宍道湖及び中海などの自然景観・自然環境の保全、松江城を中心とした城下町のまち並みなどの歴史的景観の保

全など、松江市の魅力あるふるさとづくりに資する事業に対して寄附金を募り、これを財源として活用するとともに、ふる

さと寄附返礼品等を通じて松江市の魅力を全国に発信している。 

また、松江市総合計画に基づく取組に対して市外の企業から寄附金を募り、地方創生の取組を深化させる「企業版

ふるさと納税」にも取り組んでいる。 

（５）地域との協働型の産業人材の育成事業 

地域おこし協力隊が地域の生産者や企業・団体の方々と一緒になって地域課題を共有しながら、これまで培ってき

た知識や経験など、ＵＩターン者ならではの視点を取り入れ、地域ビジネスの拡大や、新たなビジネスや生業、新しい

文化を創出することで、地域課題を解決し、地域を元気にしていく取組を行う。 
（６）わくわく松江生活実現支援補助金 

　　　東京圏への一極集中及び地方の担い手不足の解消を目的として、本市で就業、起業若しくはテレワークをしようと

する者又は本市が関係人口と認めた者で、東京圏から移住しようとする者に対し移住支援金を交付することで、Ｕ・

Ｉ・Ｊターンを促進する。 

（７）ＵＩターン就職学生支援事業補助金 

　　　東京圏から松江市に移住し、就職する大学生・大学院生に対してＵＩターン就職学生支援事業補助金を交付するこ

とで、大学生等の経済的負担の軽減を図り、東京圏からの就職を促進する。 
（８）関係人口創出事業 

地域や地域の人々と多様に関わる「関係人口」を創出・拡大し、地域の活性化と担い手確保を図り、長期的

には移住または二拠点居住につながる裾野を広げる。具体的には、快適なテレワーク環境や地域交流、ヘルス

ケアを取り入れ、松江固有の魅力を体験していただく「松江式ワーケーション」を都市部の企業に訴求し利用

拡大を図る。 

（９）企業立地支援補助金 

本市における企業の立地を促進し、雇用の場の確保・拡大を図るため「原子力発電施設等周辺地域企業立地支援 
給付金（Ｆ補助金）」の交付を受けた企業に対して、F 補助金算定額（電力給付金）とあわせて支払電気料金の 10 分の

４を最長８年間補助する。 
（10）多面的機能支払事業 

　　　　水源かん養などの多面的機能を確保するため、農地維持（農地法面の草刈り、水路の泥上げなど基礎的な保全活

動）や資源向上（水路などの施設の補修・更新活動、景観形成などの農村環境保全活動）に対し支援を行う。 

１．産業経済部の主要事業
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（11）環境保全型農業直接支援事業 

持続可能な農業生産に係る取組を実施する農業者が、化学肥料や化学合成農薬の使用を慣行レベルから５割以

上低減し、併せてカバークロップの作付けを行うなどの環境負荷低減の取組について支援を行う。 
（12）中山間地域等直接支払事業 

　　　中山間地域と平地との生産条件の格差是正や水源かん養などの多面的機能を確保するため、中山間地域等で傾

斜や面積などの要件を満たす農用地を適切に管理・耕作を行うことを取り決めた集落の５年間の継続的な共同活動に

対し支援を行う。 

（13）農業担い手育成事業 

市、県、農業団体等と連携し、経営感覚に優れ、競争力のある担い手を育成・確保する。また、次世代の担い手とな

ることを志向する新規就農者を対象に農業への定着を支援する資金の給付を行うとともに、施設・機械整備に対する補

助金交付を行うことで新規就農者の安定した経営基盤の確保及び生産基盤の強化を図る。 
（14）農地流動化推進事業 

利用権設定契約により農地を借り受けた法人又は集落営農組織に対して奨励金を交付し、担い手の経営規模拡大、

耕作放棄地発生防止を図る。 
（15）遊休農地解消・集積事業 

地域計画内の農地で集積・集約化の妨げになっている遊休農地の解消を支援し、農地の集積・集約化を図る。 

（16）スマート農業推進事業 

　 農家数の減少や高齢化、農地の集積・集約による大規模化などに対応するため、省力化・低コスト化・高品質生産

を可能にするロボット技術や AI、IOT などの先端技術を活用するスマート農業技術の導入を支援し、生産効率を高め

ることで持続可能な農業の実現を図る。 
（17）松江大根島牡丹振興対策事業 

日本一の生産量を誇る松江大根島牡丹の振興策として、担い手確保対策の実施と、生産基盤の強化を図るとともに、

台湾や首都圏等国内外の高単価販路開拓、販売拡大を図る。 
（18）地産地消推進関連事業 

　　　新鮮で安心な食を提供する「地産地消」を柱に儲かる農林水産業を推進し、魅力ある産業とするため、市内産品の

出荷量の拡大、学校給食や飲食店などの利用促進、地産地消意識の啓発などについて取組を推進する。 
（19）水産振興事業 

　　　沿岸地域では、鹿島・島根栽培漁業振興センターにおいてアワビ種苗を生産し、地先海域への放流を行うことにより、

資源の確保を図る。また、漁業者が実施する漁業用機械の整備等への支援を行い、漁獲量の増加、漁家所得の向上

を図る。内水面では、種苗放流や養殖施設、魚礁の整備等に支援を行い、水産資源の再生・増殖を促進し、持続的な

漁業振興を図る。 
（20）水産業担い手支援事業 

　　　将来の島根県の沿岸漁業、漁村の振興を牽引すると期待される漁業者として認定を受けた新規漁業者に対して、

漁業経営開始を支援する。県との協力により、生活基盤の確保を図るため、給付金を給付するとともに、漁業経営開始

時には船舶や漁業用機械等の取得にかかる初期費用の負担が大きいことから、取得費用について補助金を交付し、

経営の安定化と基盤の強化を図る。 
（21）Ｒｕｂｙ Ｃｉｔｙ ＭＡＴＳＵＥ２．０事業 

本市の地域資源であるプログラミング言語 Ruby を核に行ってきた「人材育成」「企業誘致」「コミュニティ支援」に、新

たに「事業化支援」を加えて IT 産業の振興に取り組む。また、「MATSUE 起業エコシステム」と連携してＩＴを活かした松

江発の新たな製品やサービスの創出を図り、他分野の産業振興へとつなげていく。 

（22）MATSUE 起業エコシステム事業 

　　　「松江発産学官金連携モデルによる起業・新ビジネス創出の好循環～起業家精神をもつチャレンジャーが本気で挑

戦できる環境をつくる～」を目指す姿に掲げ、起業や新ビジネスの創出環境や魅力的な就業環境を整え、雇用や新産

業を生み出し、地域経済の好循環、若い世代の定住やＵＩターンにつなげ、地方創生を実現する。 
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（23）ものづくりアクションプラン事業 

ものづくり産業の振興を図り、雇用の増加や地域の発展・成長に繋げるため、「ものづくりアクションプラン」に基づき、

市内ものづくり企業等が取り組む企業力向上、販路拡大、製品開発に係る事業を支援する。第５期「ものづくりアクショ

ンプラン」（２０２５年３月改訂）では、物価及びエネルギー価格の高騰、人口減少による人手不足などの課題に直面し、

厳しい経営環境に置かれている企業を支援するため、「変化に強い持続可能な企業づくり」を目標に、「企業の基盤強

化・生産性向上支援」、「人材確保・育成・定着支援」、「新市場開拓支援」、「小規模企業者支援」を４つの柱として、も

のづくり企業への新たな支援を行う。 
 

 
 

資料：総務省・経済産業省「令和 3 年経済センサス活動調査（卸売業・小売業）」　（令和３年６月１日現在） 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 
　

（１）商店数 （２）従業者数 （３）年間商品販売額

 総　　数 

（店）

卸売業

（店）

小売業

（店）

総　　数 

（人）

卸売業

（人）

小売業

（人）

総　　額 

（百万円）

卸売業 

（百万円）

小売業 

（百万円）

 計 1，937 553 1,384 16,526 5,212 11,314 648,010 443,289 204,720

（１）事業所数・従業者数・製造品出荷額等               　（２）産業別事業所数 

 

資料：（１）（２）総務省・経済産業省「2023 年経済構造実態調

査（製造業）」 

※調査対象：日本標準産業分類における大分類、中分類、

小分類又は細分類ごとに売上高（製造品出荷額等）を上位

から累積し、当該分類に係る売上高（製造品出荷額等）総

額の９割を達成する範囲に含まれる事業所 

　　　　（事業所数・従業者数：令和 5 年 6 月 1 日現在） 

（製造品出荷額等：令和 4 年 1 月～12 月） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 食料品製造業 45

 飲料・たばこ・飼料製造業 12

 繊維工業 8

 木材・木製品製造業（家具を除く） 9

 家具・装備品製造業 7

 パルプ・紙・紙加工品製造業 8

 印刷・同関連業 16

 化学工業 1

 石油製品・石炭製品製造業 4

 プラスチック製品製造業 7

 窯業・土石製品製造業 17

 鉄鋼業 9

 非鉄金属製造業 1

 金属製品製造業 27

 はん用機械器具製造業 6

 生産用機械器具製造業 50

 業務用機械器具製造業 2

 電子部品・デバイス・電子回路製造業 7

 電気機械器具製造業 9

 情報通信機械器具製造業 1

 輸送用機械器具製造業 11

 その他の製造業 18

 合計 275

 事業所数 　275

 従業者数（人） 　7,097

 製造品出荷額等（万円） 16,237,284

２．商業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（商工企画課）

３．工業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ものづくり産業支援センター） 
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（１）農家戸数　　　　　　　　　　　　 　　　　　（単位：戸) 

 
 
（２）基幹的農業従事者数　　　　　　　 　　　（単位：人） 

 
 
（３）経営耕地面積規模別経営体数　（単位：経営体） 

 
 
 
 
 
 

 総数 1,694

 0.3ha 未満　 72

 0.3～0.5ha 487

 0.5～1.0ha 618

 1.0～1.5ha 230

 1.5～2.0ha 93

 2.0～3.0ha 63

 3.0～5.0ha 51

 5.0～10.0 ha 41

 10.0ha　以上 39

 
 
 
 
 
（４）経営耕地面積　　　　　　　　　　　  　　（単位：ha） 

 
 

（５）水稲の作付面積及び収穫量 　　  （単位：ha、ｔ） 

（令和６年３月３１日現在） 
 

　　 （６）農産物販売金額別経営体数  　（単位：経営体） 

資料：（１）～（４）、（６）2020 年農林業センサス 
　　　　　　　　  （５）農林水産省統計部「作物統計」 
 
（７）農道の現状　　  　　　　　　 　　　　　　（単位：ｍ） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年３月３１日現在） 
 
 
 
 

 経営耕地面積総数 2,658

 田 2,132

 畑 457

 樹園地 69

 作付面積 収穫量

 令和６年度 1,770 8,540

 総数 1,694

 販売なし 243

 100 万円未満 1,054

 100～300 万円 235

 300～500 万円 59

 500～1000 万円 60

 1000 万円以上 43

 総延長

 令和６年度 35，817

（１）保育形態別森林面積     　　 　  　　 （単位：ha） 

資料：島根県農林水産部森林整備課「森林資源関係資料」 
（令和 5 年度末現在） 

 

 

 

経営形態別 
森林面積

合 計 29,472

 国 有 437

 
民 有

森林研究・整備
機構 233

 公  有 1,798

 私  有 27,004

 現況面積 森林面積 29,472

 

立木地 
（民有林）

合 計
針葉樹 9,883

 広葉樹 16,447

 人 工 林
針葉樹 7,338

 広葉樹 88

 天 然 林
針葉樹 2,545

 広葉樹 16,359

（２）保育山林面積規模別経営体　 　　（単位：経営体） 

 
（３）組織形態別経営体数　　　　　　  　（単位：経営体） 

資料：（２）（３）2020 年農林業センサス 

 総数 41

 
 ５ha 未満 11

 ５～10ha 12

 10～50ha 14

 50ha 以上 4

 総数 41

 農事組合法人 －

 会社 3

 各種団体・組合 4

 その他の法人 1

 地方公共団体・財産区 －

 法人化していない 33

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総農家戸数 3,635

 総数 1,687

 15～29 歳 9

 30～59 歳 121

 60 歳以上 1,557

 男 1,047

 女 640

４．農業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農政課、農林基盤整備課）

５．林業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農林基盤整備課）
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（１）漁業経営体数 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     資料：「2023 年漁業センサス報告書」 

 【海面】

 漁業地区
経営体 
総 数

個人 会社
漁業協同

組合
漁業生産 

組合
共同 
経営

官公庁
学校等

専業
漁業が主 
の兼業

漁業が従 
の兼業

 松　　　江 12 11 － － － 1 － 1 2　 8　

 魚　　　瀬 12 12　 － － － － － 11 － 1　

 八　　　束 16 15　 － － － 1 － 10　 1 4　

 森　　　山 6　 6　 － － － － － － － 6　

 福　　　浦 11 7　 － － － 4　 － 2　 3　 2　

 美 保 関 29 27　 2　 － － －　 － 13 6　 8

 美保中央 51 47　 4 － － － － 30　 6　 11　

 笠　　　浦 24 23 １ － － －　 － 10　 3　 10

 野　　　井 9 8 1 － － －　 － 4　 1　 3　

 野　　　波 39 36 3 － － － － 19　 6　 11　

 加　　　賀 17 16　 － － － １ － 9　 1　 6　

 大　　　芦 8 8　 － － － － － 8　 －　 －

 御　　　津 22 21　 － － － － 1 12　 6　 3　

 恵　　　曇 29 27　 2 － － －　 － 16　 10　 1　

 東 出 雲 － － － － － － － － － －

  

【内水面】

 漁業地区
経営体 
総 数

個人 会社
漁業協同

組合
漁業生産

組合
共同 
経営

官公庁
学校等

専業
漁業が主 
の兼業

漁業が従 
の兼業

 松　　　江 176　 176 － － － － － 72 86 18　

６．水産業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水産振興課） 


